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博物館評価を評価する
一現状・課題と今後の展望

1 .はじめに

本特集の最初で、高井健司氏は多くの館で使命の

策定・公表が実現したが、それ以降に行われる評価

へは進んで、いないと述べ、その原因として、中長期

計画の欠如や具体的目標および評価指標の設定が容

易ではないことを挙げて，いる。しかし一方で、自己

評価と第三者評価を実施し、それを公開している博

物館も存在する。高井氏の指摘は評価活動の入口で

の議論であるが、評価活動を継続中である博物館の

状況も併せて紹介することは、評価をこれから開始

する博物館にとって有益な'情報になると考える。

本稿では、同時期に自己評価と第三者評価を導入

し、評価活動を開始した静岡県立美術館と東京都写

真美術館の事例を紹介しながら、両者の評価活動を

比較した上で、それに関する課題や今後の展望を考

察する(なお、静岡県立美術館では「自己評価JI第
三者評価jという用語を、東京都写真美術館ではf内

部評価JI外部評価」という用語を用いるが、評価活
動におけるそれぞれの位置づけは同じである。その

ため、どちらかの館の事例を説明する以外の時は、

「自己評価JI第三者評価Jという用語を用いる)。

2. 静岡県立美僻館と東京都写真美術館における

評価活動の現状

( 1 )静詞県立美術館の評価活動

静岡県立美術館では、平成15(2003)年度に設置

された、評価システムを設計することを主な目的と

した評価委員会において、美術館の使命・目標の見

直し作業を行い、それに相応しい評価指標を議論し

た。委員会での検討結果は、平成17(2005)年3月

に「提言書」にまとめられ、同館の自己評価の原型

となった「ミュージアム・ナピ」と呼ばれる戦略計

画方式の評価が提案された。平成17年度には、「提

言書」の内容をベースにして、自己評価を開始し、

翌平成18(2006)年度には、同じく「提言書Jの内容
に基づいて、第三者評価委員会を設置し、自己評価

に対ーする二次評価を開始した。

平成22(2010)年度における静岡県立美術館の評

価活動を、その全体像がわかる『静岡県立美術館第

三者評価委員会評価報告書.J1からみると、それは

次の①~③の3層構造になっている。

①自己評価

館長公約に対する自己評価、達成目標等に対する
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評価、評価指標等の状況、今度の取組方針ーから「自

己評価」は成っている。達成日標の状況を評価する

ための指標として35項目(定量的指標29、定性的指

標6)が選ばれている。例えば、展覧会の来館者数、

大学等と連携した取組件数、収蔵品の公I}百件数、鑑

賞環境に関する満足度などである。また、外部委員

(③で説明する第三者評価委員とは別の委員)が記

述するレビューや美術館職員が記述するレポートを

付加している。これとは別に、評価活動を開始した

当初に用いた5つの戦略目標、 18の戦略、 71項目(定

量的指標的、定性的指標12)の評価指標から構成さ

れる「美術館カルテ」も評価報告書に掲載されている。

なお、同館では、平成20(2008)年度と平成22年

度の2図、自己評価の見直しを行い、翌年度からの

評価活動にそれを反映した。

最初の見宜しでは、 1)戦略体系が網羅的なため、

館の目指す方向が不明確である。 2)各年度の重点

的な取組方針として「館長公約jと「達成目標Jとい
う仕組みを設けているが、「館長公約」と評価開始当

初の「戦略目標J、および「達成目標」と評価開始当
初の「評価指標 (71項目)Jとが無関係に設定されて

いるため、それぞれを重複して評価するシステムに

なっている。 3)71項目の「評価指標」すべてにつ
いてデータを集約し、分析・評価を行うのは担当者

の負担が大きい、などの開題点が指摘され、改善さ

れた。 71項目の評価指標は、先に述べた「美術館カ

ルテjという位置づけに変更され、その評価指標値

を測定する調査は継続された。

2回目の見置しでは、 1)中期的な視点に基づき

3年間の目標は掲げられているが、単年度の呂標が

明確化されていない。 2)以前の指標であった「美

術館カルテ」の作業負担が大きい、などの問題点が

指摘された。これにより、「美術館カルテJは廃止さ
れ、関連したデータ分析であるアンケート結果のま

とめも自己評価から削除することとなった。

②県庁の支援体制jに関する総括

美術館を所管する県庁の部局が、美術館に対する

前年度の支援計画に関して、その実施状況を報告

し、それとともに当該年度の支援方針を発表してい

る。支援計画としては、例えば「私立学校を所管す

る私学振興室に、教育プログラムの情報を提供、各

学校の参加しやすい体制整備JI富士山静関空港か
ら就航先の美術館と展覧会内容を相互にPR、連携
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により効果が期待できる取組について、就航先の美

術館と協議jなとなが挙がっており、それぞれに対し

て、実績内容とともに達成度 (A~D) の判定が記

されている。

③第三者評価委員会による評価

これは「自己評価に対するこ次評価j、「県庁の支

援に対する一次評価」、「美術館事業の改善に向けた

提言」の3つから構成されている。例えば、「自己評

価に対するこ次評価」では、①の館長公約に対する

一次評価として、 4つの公約ごとに評価が付されて

いる。また、「美術館事業の改善に向けた提言」では、

「今後の展覧会の企画についてJi全体広報について」
「ロダン館の来館者増加策についてJなど、第三者
評価委員からの意見やコメントが掲載されている。

(2 )東京都写真美術館の評価活動
一方、東京都写真美術館 11では、事業実績を客観

的に評価し、事業効果を適正に測るとともに改善事

項の検討を進めるため、平成16(2004)年4月に外
部評価委員会を設置した。それ以前からも、企画展

を対象にした企画諮問委員会が年3田開催されてい

たが、静岡県立美術館が評価委員会を立ち上げたの

をきっかけに、同館館長が外部者からなる評価委員

会設置の検討を美術館に要請し、その結果、事業の

細部にわたる内部評価と外部評価委員会による外部

評価とを組み合わせた評価活動が開始された。

第1期(平成16-18年度)外部評価委員会委員は
3年任期であったため、本来であれば平成18(2006) 
年度で~*冬了の予定で、あったが、さらに 3 年間同じ委

員で継続することとなった。そのため、同じ評価項

目を用いると同じ評価結果になるとの懸念から、第

2期(平成19(2007) -21 (2009)年度)を開始するに
あたり、評価項目・方法を再検討した。最初の3年

間における外部評価項目は、①収集・保存、②展覧

会等企画、③普及事業、④広報・宣伝、⑤調査研究、

⑥サービス戦略、⑦経営改善の 7つの区分に対し

て、委員が各区分に該当する個別事業に関して評定

意見をとりまとめ、 A~Cの 3 段階で、評定を行った。

第2期の初年度の平成19年度に外部評価を行うにあ
たり、開館10周年に際して、平成18年に設定した同
美術館の使命の骨子5項目に、それを実現するため

に必要となるインフラに関する l項目を加えた6項

自に、これまでの評価の視点を集約し、最終的に使

命がどの程度達成されたかを5段階で評定する仕組

特集/博物館における点検-評価とその実践箇

みへと改めた。また、最初の3カ年までの評価にお

いて、iBJ評価にとどまった事項に関しては、それ
を重点項目と位置づけた。さらに、新しいいくつか

の項目を設定して、これまでの美術館運営にとって

不足していた要素について評価を行った。平成22年
度より第3期になり、委員はすべて入れ替わった。

ただし、評価項目・方法は第2期のものを踏襲した。

現在、東京都写真美術館の評価活動は、内部評価

報告を翌年度の5月に発行される「年報jで代替え

し、それに各展覧会に関する詳細な「実績報告jを

添付して、外部評価するという仕組みを作っている。

(3 )両美術館における評価活動の比較
ここで、静岡県立美術館と東京都写真美術館にお

ける評価活動を、①評価活動の構造、および②自己評

価の方法、第三者評価の方法に注目して比較してみる。

①評価活動の構造

静両県立美術館と東京都写真美術館の評価活動

は、ともに一定の基準による自己評価がベースになっ

ており、その自己評価を第三者委員会が二次評価す

る構造になっている。ただし、静岡では、県庁の支

援体制も評価の対象となっている点が特徴である。

②自己評価の方法、第三者評価の方法

自己評価では、両館とも明文化された使命を頂点

として、その下に複数の目標を配している点は同様

である。静岡県立美術館では11の呂標の下に、 35項

目の評価指標を配している。それに対して、東京都

写真美術館では6つの目標の下に、 14項目の評価指
標を配していて数的に少ないのが特徴である。

しかし異なる点としては、第三者評価委員会が館

の事業・活動に対して数量化された評定を与えてい

るか否かである。静岡県立美術館では、提案や意見

のみであるが、東京都写真美術館の場合は、使命が

どの程度達成されたかを 5段階の評定で示し、それ

とともに評定に至った検討経緯や理由および課題や

提言について、 500字程度のコメントが評価指標ご
とに添えられている。評価学の分野では、「評価=

事実特定+価値判断(評定)Jとされており、東京都

の方が、より評価学的な評価になっていると考える。

3.博物館評価の課題と今後の展望

( 1 )博物館に関する 2つの調査

(財)日本博物館協会が発行した『博物館評価制度

等の構築に関する調査研究報告書j(2009)では、評
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価結果の活用状況として「館の運営を改善するため 対象を整理し、評価指標を大幅に削減する見直しを

に参考になっているか否かjを尋ねている。その結 行い、 2年後の平成22年度にも前回の見直しの方向

果は、高井氏も報告している通り、どの種類の評価 をさらに進める見直しを行った。

もほとんどの館が「参考になっている」と回答して 東京都写真美術館では、評価活動が始まった平成

いる。しかし、評価活動に対する自由記述による意 16年度から平成22年度までの状況を見ると、任期が

見を多かった)11震に整理すると、以下のようになる。 3年である外部評価委員は、第1期(平成16-18年

①「より簡便で、効率的な評価活動が必要である」、 度)終了時に留任し、第2期(平成19-21年度)にも

または「博物館の規模などの経営環境に応じた評 問委員となった。しかし、第2期(平成19-21年度)

価の指針やガイドラインが必要で、あるJ、f全国で を開始するにあたり、評価項目・方法を再検討した。

共通の評価指標やシステムの確立が必要であるJ その再検討された評価項目・方法は、平成22年度よ

といった、現行の評価活動の複雑さや評価活動に り始まった第3期外部評価委員会で踏襲されている

関する基準の暖味さに対して改善を求める意見 が、第3期開始に際し、委員はすべて入れ替わった。

②「評価によって、運営が改善されているのか疑問 つまり、外部評価委員を務める 6年間の前半と後半

である」、「評価のための評価になっていないか」 で、異なる評価項呂・方法で美術館の活動を評価し、

といった、評価活動の有効性に疑問を呈する意見 評価項目・方法も 6年間使用されるが、前半と後半

③「実施されている行政評価は、指標の内容や評価 で異なる外部評価委員が担当するといったパターン

の仕方が、博物館活動を測るには適正で、はないJ、 である。 6年でlサイクルの外部評価委員と同じく

「第一者評価委員の博物館活動への係わり方が疑 6年でlサイクルの評価項目・方法が、 3年開ずれ

開であり、その発言も評価になっていない」と ながら進行しているといえる。

いった、現行の枠組みが機能していないことに対 このようにして、両舘とも評価活動のマンネリ

する意見 化-形式化を防止し、評価開始当初のモチベーショ

一方、筆者が代表を務める科学研究費補助金山に ンを維持し、評価活動の有効性を担保しているとい

よるヒアリング調査で「評価を継続するためにクリ える。静岡県立美術館においては、評価活動の作業

アしなければならない事項Jを尋ねたところ、「適当 量が多くて仕組みが複雑すぎるという問題点も問時

な第ニ者評価委員がいない、または少ないこと」と に解決したといえる。

の回答が最も多かった。次いで、 f特定の個人がい 一方、科研費による筆者の調査から、評価活動の

なくなったあと、評価活動をどうするか不安で、あ 有効性には次の2つのことが背景として深く関係し

る」、「当初の意志が薄れてきて、評価活動がマンネ ているのではないかと考えている。

リ化・形式化している」、「作業量が多く、仕組みが lつは、意思決定部門の存在の有無である。評価

複雑すぎるJ、「評価結果と予算・人事の議論が別物 結果はあくまでその時点での博物館の問題点や課題

になっていて、期待していた評価本来の目的が達成 をあぶり出したものである。その情報をどう解釈し、

できていないjがそれぞれ同数であった。 問題点や課題の解決のために、どのようなアクショ

以下では、これらの評価に関する調査に共通して ンプランを立案するかは、評儲活動に係わった部門

いる課題の中から、(1)評価活動の有効性に対-する とは別の部門が継承しなければ、本来評価に期待さ

疑問、 (2)第一者評価委員の係わり方に対する疑問 れている成果は望めないと考える。つまり、評価結

について、静岡県立美術館と東京都写真美術館にお 果を受けて、具体的な意思決定を下す権限を持った

ける評価活動の事例を通して考察していきたい。 部門が存在しない限り、評価結果は単に評価報告書

(2 )評価活動の有効性に対する疑問 という冊子形態のアウトプットで終わってしまう。

開館の事例から、評価活動のベースとなる自己評 もう lつは、地方自治体における文化政策と博物

価の項呂、つまり使命に基づく「目標」ゃ「評価項目J 館の使命との関連性の有無である。博物館の現場で

を、リニューアルしながら運用していることがわかる。 可能な評価とは、博物館のオベレーションやマネー

静岡県立美術館の場合は、平成17年度に自己評価 ジメントに関するレベルが主であり、博物館と社会

を開始し、 3年後の平成20年度に重複している評価 との係わり、換言すれば、社会における博物館の価

ユ2 博物館研究 Vol.47 NO.12 (No.534) 
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値までを評価の対象にするのは難しい。加えて、地

方自治体の文化政策と博物館の使命との関連性が明

石在になっているところは決して多くない。そのた

め、博物館で評価活動を継続しても、博物館内部の

事業や業務は改善されるが、設置者である地方自治

体が係わる予算や人事といった聞に反映されにくい

のではないか。以上の2つの背景から、評価活動の
有効性に対する疑問が出ていると推測する。

なお、両館とも評価導入以降、評価活動によって

さまざまな予算や人事上の改善があったのは事実で

ある。例えば、東京都写真美術館では、平成18年度

に、平成11(1999)年度以降ついていなかった作品

収集予算を復活させたが、このことは外部評価委員

会の発言が大きかったと言われている。

(3 )第三者評儲委員会の係わり方に対する疑問

(1)の2つの調査結果からみる限りでは、第三者評

価委員としての資質や力量を問題にしている。また一

方で、その委員に期待されている役割を十分に果た

し得る環境が用意されているのか筆者は疑問に思う。

はじめの問題点の解決には、博物館に限らず、自

己評価結果を第三者として二次評価するためには、

一定程度の技術を取得する必要があると筆者は考え

る。例えば、三重県庁では、各部署が実施した事業

を自己評価した結果を、行政経営品質のアセスメン

ト基準に沿った評価ができる認定アセッサーがニ次

評価をしている~認定アセッサーは、外部組織が

提供する所定の研修を受けた県庁職員から構成され

ており、県立の博物館の事業にも認定アセッサーが

係わっている。博物館評価においても、第三者評価

委員がその技術取得のためにトレーニングを受ける

機会があってもいいので、はないだろうか。

次にニつめの問題点である。例えば、先に説明し

た平成22年度 f静隅県立美術館第三者評価委員会評
価報告書jで評価委員会の開催を見ると、 7月に l
囲 (2時間半)、 2月に l回(約2時間)であり、こ

れt)、外に委員が展覧会や教育プログラムなどを見学

するために美術館を訪れている実態がほとんどな

特集/博物館における点検・評価とその実践国

い。そのため、この時間数でl年分の事業を第三者

評価委員として評価することができるのかどうか疑

問が残る。一方、東京都写真美術館では、委員に対

して事業に積極的に触れてもらうように努めてお

り、外部評価委員会の席上で、委員の観覧・参加体

験が述べられることがよくある。この両者を見る限

りでは、委員の置かれている環境の違いを感じる。

なお、静開県立美術館では今年度、第三者評価委

員会の中にワーキンググループを設置し、県庁の支

援体制に対する評価の仕方を再検討するという、新

たな動きも見られ、注目される。

4. おわりに

本稿では、静岡県立美術館と東京都写真美術館に

おける評価活動の事例を通して、その現状および課

題や今後の展望について考察してきた。両館に共通

していえることは、評価活動を開始した当初の評価

項目・方法を、館の事業実態、評価活動の現状や課

題に照らし合わせて、おおよそ3年間隔でリニュー

アルしていることである。また、第三者評価委員の

係わり方についても、商館ともに、よりよい形で博

物館の評価に係われるように議論し、評価活動の有

効性を担保する工夫をしている点が共通している。

このように、評価活動はマニュアル化された一定

のスタイルがいつも用意されているわけで、はない。

その場合、運用しながら常に最善のあり方を模索

し、変化し続けることが継続するポイントではない

だろうか。

我が国の博物館に評価が導入されてまだ10年あま
りである。本稿で、は触れなかったが、博物館に先駆

けて評価を導入し、一定の成果を出している領域と

して、 ODA(政府開発援助)評価、保健医療評価、
公共事業評価などがある。他の領域における評価の

考え方やその変遷の歴史を学ぶことも、博物館評価

の今後の展開にとって有意義であると考える vo

(ささき・とおる)

l 評価活動の全体像が分かる、各年度の第三者評価委員会評価報告j奮は県庁ホームページよりダウンロード可能http://www.pref.shizuoka.jp/bunka/
bk-llO/hyollka/index.html 
:;管理課管理係の村尾知子氏から2010年10月21日にヒアリング調査した内幸子、および問館のホームページ内の「活動報告Jhttp://www.syabi.com/ 
contents/info/evalllation.htmlなどに基づく。
"科学研究技 法態研究(C)[公立ミュージアムでの詳細導入・運用の検証と<評価パソケージ>の提案J(課題番号 22601001、2010-2013年度)
V 佐々木亨・泰井良「博物館評価を評部liする-ODAの評価方法・枠組みと比較して-H日本ミュージアム・マネージメント学会研究紀要.116，pp.103-111 
ivに向じ
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